
資料－２現状の水害リスク情報や取組状況の共有について

具体的取組 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容

１． １． １． １． １． １．

（２） （２） （２） （２） （２） （２）

①想定最大規模降雨等による洪
水を対象とした浸水想定区域の指
定及び浸水シミュレーションの公表

① ① ① ① ① ①

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした浸水想定区域図の公表に
向け検討を進める。

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした浸水想定区域をH28.5告
示,事務所webにて公表

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした氾濫シミュレーションの公表
に向け検討を進める。

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした浸水シミュレーションを
H28.5本省webにて公表

②家屋倒壊等氾濫想定区域の公
表 ② ② ② ② ② ②

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表に向け検討を進める。

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした家屋倒壊等氾濫想定区域
をH28.5事務所webにて公表

●自治体が作成する洪水ハザードマップの作成支援を実施する必要がある（B）
●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）

Ｂ
Ｃ

③洪水ハザードマップの作成

③ ③ ③ ③ ③ ③

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした洪水ハザードマップの作成・
配布を行う。

・想定最大規模降雨による洪水を
対象とした洪水（土砂災害）ハザード
マップの改良・周知

計画規模降雨による洪水について
は町のHPで｢那賀町ハザードマップ」
として情報提供。また想定最大規模
降雨による洪水については、それが
示されたときに検討する。

自治体が作成するハザードマップの
作成支援を実施

自治体が作成するハザードマップの
作成支援を実施

④まるごとまちごとハザードマップの
作成と周知 ④ ④ ④ ④ ④ ④

まるごとまちごとハザードマップの作
成と住民への周知

当市の可住地の大半が津波浸水
想定区域内であること、洪水浸水深
と津波浸水深とを混同する可能性
があることから洪水だけに特化した
標識の整備は難しいと思われるた
め、設置しない

今後検討する。 ●災害時の具体的な避難支援や避難誘導体制の確立が必要である（E） Ｅ

⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤

出水期までに水防連絡会にて市長
以下関係者でセミナー等を実施

減災対策協議会等で市長等が出
水時の対応を確認する。

出水期迄に町長以下関係者でセミ
ナー等を実施。

毎年出水期迄に関係者でセミナー
等を実施。

毎年出水期までに水防連絡会にて
市長以下関係者でセミナー等を実
施

毎年出水期までに関係者で重要水
防箇所等の点検を実施

毎年出水期までに河川管理者
（県），町，消防署，水防団等関係
者で、重要水防箇所等の点検を実
施

毎年出水期までに関係者で重要水
防箇所等の点検を実施

毎年出水期までに関係者で重要水
防箇所等の点検を実施

⑥効果的な水防災意識社会再構
築に役立つ広報や資料を作成 ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥

阿南市の広報誌やホームページを
活用した水害に関する情報の充実
化を図る。

チラシ・web等による広報・周知
那賀町の広報誌やwebにより水害
情報を周知

出水期前に、市町村に出水対策
（水防に関する体制の充実・強化
等）を文書で周知

防災センターなどお天気関連のイベ
ントで洪水について広報

避難判断水位程度規模以上の出
水があった場合、出水パンフレットを
発行

●想定最大規模降雨等により発生する洪水の浸水想定区域を指定しているものの、住民等への周知・教育・
訓練が不十分で、堤防が決壊した場合の状況や防災情報の持つ意味について十分理解されていない（I）

Ｉ

⑦ ⑦ ⑦ ⑦ ⑦ ⑦

小中学生や自主防災会等を対象に
洪水被害の歴史や身を守るための
手段、市の対策等について出前授
業を実施

防災出前講座等の利用促進につい
て検討を実施。

自主防災組織等を対象に出前講
座等を検討する

出前講座を実施 出前講座などで洪水について広報
洪水被害の歴史、身を守るための
手段、国の対策等について出前講
座を実施

●想定最大規模降雨等による洪水の浸水想定区域を指定しているものの、住民等への周知・教育・訓練が不
十分で、堤防が決壊した場合の状況や防災情報の持つ意味について十分理解されていない（I）
●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）
●要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防に対する意識が万全とは言えない（L）

Ｉ
Ｋ
Ｌ

アルファ
ベット

Ａ
Ｂ
Ｃ

Ｄ
Ｅ
Ｆ
Ｂ
Ｇ
Ｈ

Ｉ
Ｊ

（１）平時から住民等へ避難行動のた
めの周知・教育・訓練に関する事項

１．円滑かつ迅速な避難行動のための取
組

⑤住民等が避難行動を行うための
セミナー等の開催及び重要水防
箇所等についての共同点検

⑦地域の寄り合い、各種団体の研
修会、小中学校等における水防災
意識社会再構築ビジョンに関する
教育・訓練を実施

●避難場所・避難経路等の設定について支援の必要がある（A）
●自治体が作成する洪水ハザードマップの作成支援を実施する必要がある（B）
●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）

●避難場所、避難経路等の設定が必要である（D）
●災害時の具体的な避難支援や避難誘導体制の確立が必要である（E）
●広範囲が浸水する場合等を想定し、近隣市町等の避難場所への広域避難や経路についても事前に検討・
調整しておく必要がある（F）
●自治体が作成する洪水ハザードマップの作成支援を実施する必要がある（B）
●想定最大規模降雨等により発生する洪水による氾濫に対する避難確保計画、避難支援計画が作成されて
いない（Ｇ）
●近隣市町も同程度の被害規模となるおそれがあるため、広域避難に関して県レベルでの調整が必要となる
可能性がある（H）

●想定最大規模降雨等による洪水の浸水想定区域を指定しているものの、住民等への周知・教育・訓練が不
十分で、堤防が決壊した場合の状況や防災情報の持つ意味について十分理解されていない（I）
●河川管理者は、洪水時にリスクが高い箇所として重要水防箇所を設定後、水防団等と共有し、出水期前の
巡視・点検などを実施しているが、より的確に水防活動が行われるよう、迅速かつ正確な洪水時の情報共有が
必要である（J）

具体的な取組の柱

課題

四国地整徳島地方気象台徳島県阿南市 小松島市 那賀町
事　　項



資料－２
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具体的取組 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容

アルファ
ベット

具体的な取組の柱

課題

四国地整徳島地方気象台徳島県阿南市 小松島市 那賀町
事　　項

⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧

那賀町木頭出原にライブカメラ設置
し、洪水時、ケーブルテレビで配信
プッシュ型情報配信を実施

河川水位の情報を徳島県県土防
災情報管理システムや報道機関を
通じて発信

気象情報・警報・注意報、洪水予報
等の情報をweb・報道機関を通じて
住民へ情報提供
自治体や関係行政機関への情報
提供
気象庁webによる防災情報

那賀川河川事務所所管の那賀川・
桑野川河川管理用CCTV画像の常
時配信、防災情報メール配信サー
ビス、川の防災情報による情報提供

情報をwebや報道機関を通じて発
信

防災無線、登録制メール、web、災
害時情報共有システム等の活用

適時の避難勧告等の発令には川の
防災情報での河川水位の把握、洪
水時は主に徳島県県土防災情報
管理システムをモニターし、各河川
の水位現況及び水位上昇速度を確
認

緊急速報メール･防災行政無線の
利活用

河川水位の把握のため、洪水時は
徳島県県土防災情報管理システ
ム、川の防災情報をモニターし、各
河川の水位現況及び水位上昇速
度を確認

ケーブルテレビや防災行政無線による告
知端末や屋外放送設備で避難勧告等の
放送、那賀町災害情報メール配信（職
員，消防団）、緊急速報メール、広報車に
よる周知、災害時情報共有システムへの
情報提供、ケーブルテレビ文字情報配
信、那賀川河川事務所長から那賀町長
へのホットライン、リエゾンやダム管理者等
からの情報を、ケーブルテレビのチャンネ
ルで河川監視カメラの映像に載せて放映
し、住民に情報提供、川の防災情報や徳
島県県土防災情報管理システムにより、
長安口ダムの流入・放流量や浸水地域の
水位データを確認

⑨長安口ダム操作に関する関係
機関等への周知 ⑨ ⑨ ⑨ ⑨ ⑨ ⑨

毎年、長安口ダム放流警報周知会
に参加

毎年、長安口ダム放流警報周知会
に参加

毎年、長安口ダム放流警報周知会
に参加

毎年、長安口ダム放流警報周知会
に参加

毎年出水期までに関係機関を対象
とした長安口ダム放流に関する周知
会を実施

出前講座等の開催、那賀川河川事
務所webや阿南市・那賀町の広報
誌等への定期的な掲載

（１） （１） （１） （１） （１） （１）

① ① ① ① ① ①

氾濫警戒情報等の伝達を実施

那賀川河川事務所と気象台での演
習を実施

氾濫が発生した場合の発表の対象
区域や避難の切迫性等が市町長
や住民に確実に伝わる浸水区域と
して対象となる地区名まで表示した
洪水予報文の改良

氾濫が発生した場合の発表の対象
区域や避難の切迫性等が市町長
や住民に確実に伝わる浸水区域と
して対象となる地区名まで表示した
洪水予報文の改良

那賀川河川事務所と気象台での演
習及び伝達を実施

●想定最大規模降雨等により発生する洪水の浸水想定区域を指定しているものの、住民等への周知・教育・
訓練が不十分で、堤防が決壊した場合の状況や防災情報の持つ意味について十分理解されていない（Ｉ）

Ｉ

② ② ② ② ② ②

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした浸水想定区域図の公表に
向け検討を進める。

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした浸水想定区域をH28.5告
示,事務所webにて公表

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした氾濫シミュレーションの公表
に向け検討を進める。

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした浸水シミュレーションを
H28.5本省webにて公表

③想定最大規模降雨等による洪
水を対象とした家屋倒壊等氾濫想
定区域等の公表

③ ③ ③ ③ ③ ③

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした家屋倒壊等氾濫想定区域
の公表に向け検討を進める。

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした家屋倒壊氾濫想定区域を
H28.5事務所webにて公表

●自治体が作成する洪水ハザードマップの作成支援を実施する必要がある（Ｂ）
●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（Ｃ）

Ｂ
Ｃ

④ ④ ④ ④ ④ ④

那賀町木頭出原にライブカメラ設置
し、洪水時、ケーブルテレビで配信
プッシュ型情報配信を実施

河川水位の情報を徳島県県土防
災情報管理システムや報道機関を
通じて発信

気象情報・警報・注意報、洪水予報
等の情報をweb・報道機関を通じて
住民へ情報提供
自治体や関係行政機関への情報
提供
気象庁webによる防災情報

那賀川河川事務所所管の那賀川・
桑野川河川管理用CCTV画像の常
時配信、防災情報メール配信サー
ビス、川の防災情報による情報提供

情報をwebや報道機関を通じて発
信

防災無線、登録制メール、web、災
害時情報共有システム等の活用

適時の避難勧告等の発令には川の
防災情報での河川水位の把握、洪
水時は主に徳島県県土防災情報
管理システムをモニターし、各河川
の水位現況及び水位上昇速度を確
認

緊急速報メール･防災行政無線の
利活用

河川水位の把握のため、洪水時は
徳島県県土防災情報管理システ
ム、川の防災情報をモニターし、各
河川の水位現況及び水位上昇速
度を確認

ケーブルテレビや防災行政無線による告
知端末や屋外放送設備で避難勧告等の
放送、那賀町災害情報メール配信（職
員，消防団）、緊急速報メール、広報車に
よる周知、災害時情報共有システムへの
情報提供、ケーブルテレビ文字情報配
信、那賀川河川事務所長から那賀町長
へのホットライン、リエゾンやダム管理者等
からの情報を、ケーブルテレビのチャンネ
ルで河川監視カメラの映像に載せて放映
し、住民に情報提供、川の防災情報や徳
島県県土防災情報管理システムにより、
長安口ダムの流入・放流量や浸水地域の
水位データを確認

Ｋ

Ｃ
Ｍ
Ｎ
Ｋ

（２）情報伝達、避難計画等に関する
事項

●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）
●那賀川河川事務所所管の那賀川・桑野川河川管理用CCTV画像をwebで提供しているが、住民の避難行
動の判断に必要な箇所の提供画像を順次拡大する必要がある（M）
●大雨・暴風により防災行政無線が聞き取りにくい状況にある（N）
●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）

⑧住民の避難行動を促し、迅速な
水防活動を支援するため、スマー
トフォン等を活用したリアルタイムの
情報提供やプッシュ型情報の発信

Ｃ
Ｍ
Ｎ
Ｋ

Ａ
Ｂ
Ｃ

●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（Ｋ）

①氾濫が発生した場合、浸水区
域となる地区名まで表示した洪水
予報文の改良及び洪水予報文等
の伝達等

②想定最大規模降雨等による洪
水を対象とした浸水想定区域図の
指定及び浸水シミュレーションの公
表

●避難場所・避難経路等の設定について支援の必要がある（A）
●自治体が作成する洪水ハザードマップの作成支援を実施する必要がある（B）
●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）

④住民の避難行動を促し、迅速な
水防活動を支援するため、スマー
トフォン等を活用したリアルタイムの
情報提供やプッシュ型情報の発信

●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）
●那賀川河川事務所所管の那賀川・桑野川河川管理用CCTV画像をwebで提供しているが、住民の避難行
動の判断に必要な箇所の提供画像を順次拡大する必要がある（M）
●大雨・暴風により防災行政無線が聞き取りにくい状況にある（N）
●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）
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具体的取組 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容

アルファ
ベット

具体的な取組の柱

課題

四国地整徳島地方気象台徳島県阿南市 小松島市 那賀町
事　　項

⑤洪水時における迅速かつ的確
な情報提供等

⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤

災害発生のおそれがある場合は、
那賀川河川事務所長から阿南市災
害対策本部長（通常は阿南市長）
に情報伝達有り

災害発生のおそれがある場合は、
那賀川河川事務所長から那賀町災
害対策本部長（通常は那賀町長）
に情報伝達有り

災害発生のおそれがある場合は、
阿南市、那賀町に情報伝達を実施

災害発生のおそれがある場合は、タ
イムラインの各段階において那賀川
河川事務所長から阿南市長・那賀
町長にホットラインを実施

災害発生のおそれがある場合は河
川管理者より派遣されたリエゾンに
より情報の伝達・収集を実施

災害発生のおそれがある場合は河
川管理者より派遣されたリエゾンに
より情報の伝達・収集を実施

多数の人的被害，住家被害等が発
生又は相応の被害を被るおそれが
あるとき，災害対策南部支部長等
の指示により，市町へ県職員を派遣

災害発生のおそれがある場合はリエ
ゾンを市町に派遣し情報の伝達・収
集を実施

⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥

那賀町の避難勧告に着目し計画規
模等洪水を対象とした事前防災行
動計画（タイムライン）を作成

ホットラインによる今後の現象の見
込みなどの解説

阿南市の避難勧告に着目し計画規
模等洪水を対象とした事前防災行
動計画（タイムライン）を作成

阿南市の避難勧告等判断伝達マ
ニュアルを作成し、災害種別毎、避
難勧告等の発令基準を策定
洪水についてはタイムラインを基準
としているが台風時など、立ち退き
避難を容易にするため早めの避難
情報発令の基準も設定

避難勧告等の発令に関する基準を
定め、地域防災計画に具体的な避
難勧告の発令基準や対象地域を明
記

タイムラインの見直しにより、避難勧
告等の発令に関する基準を定め、
具体的な避難勧告の発令基準を明
記

Ｉ
Ｐ
Ｑ

Ｒ
Ｓ
Ｔ
Ｕ

●想定最大規模降雨等による洪水の浸水想定区域を指定しているものの、住民等への周知・教育・訓練が不
十分で、堤防が決壊した場合の状況や防災情報の持つ意味について十分理解されていない（I）
●水位等のデータ欠測時における対応を充実させる必要がある（P）
●水位予測を迅速に情報提供する必要がある（Q）

●避難勧告等判断・伝達マニュアルに具体的に避難勧告等の発令を記載したり、タイムラインの精度を引き続
き向上させる必要がある（R）
●想定最大規模降雨等により発生する洪水に対するタイムラインが作成されていない（S）
●想定最大規模降雨を対象とした洪水を踏まえたリードタイム設定時間検討の必要がある（T）
●要配慮者施設と連携し、想定最大規模降雨等により発生する洪水に対応できる避難確保計画等を地域防
災計画に位置付ける必要がある（U）

⑥避難勧告等の発令基準の作成
検討



資料－２
現状の水害リスク情報や取組状況の共有について

具体的取組 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容

アルファ
ベット

具体的な取組の柱

課題

四国地整徳島地方気象台徳島県阿南市 小松島市 那賀町
事　　項

（３） （３） （３） （３） （３） （３）

① ① ① ① ① ①

那賀町木頭出原にライブカメラ設置
し、洪水時、ケーブルテレビで配信
プッシュ型情報配信を実施

河川水位の情報を徳島県県土防
災情報管理システムや報道機関を
通じて発信

気象情報・警報・注意報、洪水予報
等の情報をweb・報道機関を通じて
住民へ情報提供
自治体や関係行政機関への情報
提供
気象庁webによる防災情報

那賀川河川事務所所管の那賀川・
桑野川河川管理用CCTV画像の常
時配信、防災情報メール配信サー
ビス、川の防災情報による情報提供

情報をwebや報道機関を通じて発
信

防災無線、登録制メール、web、災
害時情報共有システム等の活用

適時の避難勧告等の発令には川の
防災情報での河川水位の把握、洪
水時は主に徳島県県土防災情報
管理システムをモニターし、各河川
の水位現況及び水位上昇速度を確
認

緊急速報メール･防災行政無線の
利活用

河川水位の把握のため、洪水時は
徳島県県土防災情報管理システ
ム、川の防災情報をモニターし、各
河川の水位現況及び水位上昇速
度を確認

ケーブルテレビや防災行政無線による告
知端末や屋外放送設備で避難勧告等の
放送、那賀町災害情報メール配信（職
員，消防団）、緊急速報メール、広報車に
よる周知、災害時情報共有システムへの
情報提供、ケーブルテレビ文字情報配
信、那賀川河川事務所長から那賀町長
へのホットライン、リエゾンやダム管理者等
からの情報を、ケーブルテレビのチャンネ
ルで河川監視カメラの映像に載せて放映
し、住民に情報提供、川の防災情報や徳
島県県土防災情報管理システムにより、
長安口ダムの流入・放流量や浸水地域の
水位データを確認

②円滑かつ迅速な避難に資する
施設（ハード）整備 ② ② ② ② ② ②

無堤地区の那賀町和食地区で堤
防を整備中
那賀川の支川（宮ヶ谷川）では、宅
地嵩上げ方式による整備を実施中
木頭出原地区では、河道拡幅を実
施中

無堤地区である加茂地区の堤防の
整備にH27より着手

那賀川直轄管理区間の漏水対策
に係る検討を実施中

流下能力に支障が生じないように、
流下を阻害する樹木の伐採を実施

流下能力に支障が生じないように、
流下を阻害する樹木の伐採を実施

流下能力に支障が生じないように、
流下を阻害する局所的な堆積土砂
撤去を実施

流下能力に支障が生じないように、
流下を阻害する局所的な堆積土砂
撤去を実施

長安口ダムの洪水調節能力向上等
のため改造事業を実施中

長安口ダムの有効貯水容量の減少
を抑えるため堆砂対策を実施

③水位計・ＣＣＴＶ等の整備

③ ③ ③ ③ ③ ③

水位計の整備
無堤地区等の実水位把握のための
水位計等の整備

ＣＣＴＶカメラ等の設置

重要水防箇所等の監視を踏まえた
那賀川河川事務所所管の那賀川・
桑野川河川管理用CCTVカメラの設
置・更新

Ｃ
Ｍ
Ｎ
Ｋ

Ｖ
Ｗ
Ｘ

Ｙ
Ｐ
Ｍ

●無堤地区の存在、有堤地区においても洪水時に漏水が発生する箇所の存在、洪水により堤防を越水する可
能性がある箇所の存在を考慮すると洪水による氾濫のおそれがあり、円滑且つ迅速な避難に資する施設整備
が必要である（V）
●長安口ダムの洪水調節機能向上を図る必要がある（W）
●長安口ダムの機能を維持するため堆砂除去を継続的に実施する必要がある（X）

●整備の配置計画を検討する必要がある（Y）
●水位等のデータ欠測時における対応を充実させる必要がある（P）
●那賀川河川事務所所管の那賀川・桑野川河川管理用CCTV画像をwebで提供しているが、住民の避難行
動の判断に必要な箇所の提供画像を順次拡大する必要がある（M）

●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）
●那賀川河川事務所所管の那賀川・桑野川河川管理用CCTV画像をwebで提供しているが、住民の避難行
動の判断に必要な箇所の提供画像を順次拡大する必要がある（M）
●大雨・暴風により防災行政無線が聞き取りにくい状況にある（N）
●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）

①住民の避難行動を促し、迅速な
水防活動を支援するため、スマー
トフォン等を活用したリアルタイムの
情報提供やプッシュ型情報の発信

（３）円滑かつ迅速な避難に資する施
設整備に関する事項



資料－２
現状の水害リスク情報や取組状況の共有について

具体的取組 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容

アルファ
ベット

具体的な取組の柱

課題

四国地整徳島地方気象台徳島県阿南市 小松島市 那賀町
事　　項

２． ２． ２． ２． ２． ２．

（１） （１） （１） （１） （１） （１）

①連絡体制の確認と情報共有の
強化 ① ① ① ① ① ①

分団幹部研修で図上訓練を実施し
ており、今後も情報伝達訓練を実施

毎年情報伝達網の確認
毎年出水期迄に河川管理者（県），
町，消防署，水防団等関係者で、
重要水防箇所等の点検を実施。

河川管理者と水防団等との重要水
防区域点検時等において、連絡体
制を確認

常時、河川パトロール実施者（阿南
庁舎　非常勤職員　那賀庁舎　委
託契約業者）から状況報告

河川管理者と水防団等とのそれぞ
れの河川巡視等で収集した情報の
共有

毎年出水期前に特別巡視訓練等
を実施

台風前に樋門操作人に情報提供
し、連絡体制を確認

樋門操作について水防団は連携し
ていないため今後検討

年度当初等に、樋門操作人と避難
が必要なとき等について確認

樋門操作人と連絡体制の強化及び
避難判断基準等の確認

②重要水防箇所等について水防
団等と共同点検 ② ② ② ② ② ②

毎年出水期前に重要水防箇所の
共同点検を実施

毎年研修会及び幹部会を開催し意
見交換を実施

毎年出水期までに河川管理者（徳
島県），那賀町，消防署，水防団等
関係者で、重要水防箇所等の点検
を実施

毎年数回幹部会を開催し意見交換
を実施

重要水防区域の点検を実施

水防団等との意見交換を適宜実施

毎年出水期前に重要水防箇所の
共同点検を実施
水防団等との意見交換を毎年実施

●想定最大規模降雨等による洪水の浸水想定区域を指定しているものの、住民等への周知・教育・訓練が不
十分で、堤防が決壊した場合の状況や防災情報の持つ意味について十分理解されていない（I）
●河川管理者は、洪水時にリスクが高い箇所として重要水防箇所を設定後、水防団等と共有し、出水期前の
巡視・点検などを実施しているが、より的確に水防活動が行われるよう、迅速かつ正確な洪水時の情報共有が
必要である（J）
●避難誘導等を迅速・的確に行う必要がある（Z）
●水防活動に従事する水防団等の安全確保が必要である（AA）

Ｉ
Ｊ
Ｚ
ＡＡ

③水防団の円滑な水防活動を支
援するため重要水防箇所の精査・
見直し

③ ③ ③ ③ ③ ③

毎年出水期前に実施 毎年出水期前に実施

●河川管理者は、洪水時にリスクが高い箇所として重要水防箇所を設定後、水防団等と共有し、出水期前の
巡視・点検などを実施しているが、より的確に水防活動が行われるよう、迅速かつ正確な洪水時の情報共有が
必要である（J）
●水防活動に従事する水防団等の安全確保が必要である（AA）

Ｊ
ＡＡ

④自主防災組織等の水防活動へ
の参画を促進し、関係機関が連携
した水防訓練の実施

④ ④ ④ ④ ④ ④

水防工法訓練に参加

阿南市の総合防災訓練を通して水
防工法の練度向上を図る

水防団・自主防災組織・消防署・危
機管理課職員等の参加を検討

浸水地域の自主防災組織が夜間
避難訓練を毎年秋に実施

水防工法訓練に参加

那賀川河川事務所と連携し、水防
工法の訓練を実施

水防団等の団員内に、水防工法の
訓練を実施

●想定最大規模降雨等による洪水の浸水想定区域を指定しているものの、住民等への周知・教育・訓練が不
十分で、堤防が決壊した場合の状況や防災情報の持つ意味について十分理解されていない（I）
●河川管理者は、洪水時にリスクが高い箇所として重要水防箇所を設定後、水防団等と共有し、出水期前の
巡視・点検などを実施しているが、より的確に水防活動が行われるよう、迅速かつ正確な洪水時の情報共有が
必要である（J）
●避難誘導等を迅速・的確に行う必要がある（Z）
●水防活動に従事する水防団等の安全確保が必要である（AA）

Ｉ
Ｊ
Ｚ
ＡＡ

Ｊ
Ｚ
ＡＡ

●河川管理者は、洪水時にリスクが高い箇所として重要水防箇所を設定後、水防団等と共有し、出水期前の
巡視・点検などを実施しているが、より的確に水防活動が行われるよう、迅速かつ正確な洪水時の情報共有が
必要である（J）
●避難誘導等を迅速・的確に行う必要がある（Z）
●水防活動に従事する水防団等の安全確保が必要である（AA）

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時
間の確保のための水防活動の取組

（１）水防活動の効率化及び水防体制
の強化に関する事項



資料－２
現状の水害リスク情報や取組状況の共有について

具体的取組 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容

アルファ
ベット

具体的な取組の柱

課題

四国地整徳島地方気象台徳島県阿南市 小松島市 那賀町
事　　項

⑤円滑かつ迅速な避難に資する
施設（ハード）整備 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ ⑤

無堤地区の那賀町和食地区で堤
防を整備中
那賀川の支川（宮ヶ谷川）では、宅
地嵩上げ方式による整備を実施中
木頭出原地区では、河道拡幅を実
施中

無堤地区である加茂地区の堤防の
整備にH27より着手

那賀川直轄管理区間の漏水対策
を実施中

流下能力に支障が生じないように、
流下を阻害する樹木の伐採を実施

流下能力に支障が生じないように、
流下を阻害する樹木の伐採を実施

流下能力に支障が生じないように、
流下を阻害する局所的な堆積土砂
撤去を実施

流下能力に支障が生じないように、
流下を阻害する局所的な堆積土砂
撤去を実施

洪水調節能力向上等のため改造事
業を実施中

長安口ダムの有効貯水容量の減少
を抑えるため堆砂対策を実施

⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥ ⑥

那賀町木頭出原にライブカメラ設置
し、洪水時、ケーブルテレビで配信
プッシュ型情報配信を実施

河川水位の情報を徳島県県土防
災情報管理システムや報道機関を
通じて発信

気象情報・警報・注意報、洪水予報
等の情報をweb・報道機関を通じて
住民へ情報提供
自治体や関係行政機関への情報
提供
気象庁webによる防災情報

那賀川河川事務所所管の那賀川・
桑野川河川管理用CCTV画像の常
時配信、防災情報メール配信サー
ビス、川の防災情報による情報提供

情報をwebや報道機関を通じて発
信

防災無線、登録制メール、web、災
害時情報共有システム等の活用

適時の避難勧告等の発令には川の
防災情報での河川水位の把握、洪
水時は主に徳島県県土防災情報
管理システムをモニターし、各河川
の水位現況及び水位上昇速度を確
認

緊急速報メール･防災行政無線の
利活用

河川水位の把握のため、洪水時は
徳島県県土防災情報管理システ
ム、川の防災情報をモニターし、各
河川の水位現況及び水位上昇速
度を確認

ケーブルテレビや防災行政無線による告
知端末や屋外放送設備で避難勧告等の
放送、那賀町災害情報メール配信（職
員，消防団）、緊急速報メール、広報車に
よる周知、災害時情報共有システムへの
情報提供、ケーブルテレビ文字情報配
信、那賀川河川事務所長から那賀町長
へのホットライン、リエゾンやダム管理者等
からの情報を、ケーブルテレビのチャンネ
ルで河川監視カメラの映像に載せて放映
し、住民に情報提供、川の防災情報や徳
島県県土防災情報管理システムにより、
長安口ダムの流入・放流量や浸水地域の
水位データを確認

⑦河川水位等に係る情報提供

⑦ ⑦ ⑦ ⑦ ⑦ ⑦

国から水防警報を受け水防団を待
機、出動
災害発生の恐れがある場合は、那
賀川河川事務所長から阿南市災害
対策本部長（通常は市長）に情報
伝達有り
避難情報は河川水位にもとずき発
令しているが、実際の無堤地区の避
難路の浸水状況について現場を視
認する以外把握する手段がない
加茂地区等の居住地側水位は内
水センサー情報を収集

防災行政無線によるサイレン吹鳴
及び避難勧告等の放送
緊急速報メール配信
市webによる情報発信
広報車による周知
テレビ等への情報提供(県災害情報
共有システムを通じてLアラートへ)

ケーブルテレビや防災行政無線による告
知端末や屋外放送設備で避難勧告等の
放送、那賀町災害情報メール配信（職
員，消防団）、緊急速報メール、広報車に
よる周知、災害時情報共有システムへの
情報提供、ケーブルテレビ文字情報配
信、那賀川河川事務所長から那賀町長
へのホットライン、リエゾンやダム管理者等
からの情報を、ケーブルテレビのチャンネ
ルで河川監視カメラの映像に載せて放映
し、住民に情報提供、川の防災情報や徳
島県県土防災情報管理システムにより、
長安口ダムの流入・放流量や浸水地域の
水位データを確認

基準観測所の水位により水防警報
を発表
災害発生のおそれがある場合は、
阿南市、那賀町に情報伝達
河川水位の情報を県土防災情報
管理システムや報道機関を通じて
伝達
ライブ映像は、洪水時にケーブルテ
レビで配信

国土交通省が基準観測所の水位に
より水防警報を発表
又、加茂谷地区等の居住地側水位
は内水センサー情報を伝達
災害発生のおそれがある場合は、
那賀川河川事務所長から阿南市等
にホットラインの実施
河川水位、洪水予報、那賀川河川
事務所所管の那賀川・桑野川河川
管理用CCTV画像等の情報をweb
や報道機関を通じて伝達

●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）
●那賀川河川事務所所管の那賀川・桑野川河川管理用CCTV映像をwebで提供しているが、住民の避難行
動の判断に必要な箇所の提供画像を順次拡大する必要がある（M）
●大雨・暴風により防災行政無線が聞き取りにくい状況にある（N）
●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）情報発信を行っているが、一部の利用にとど
まっているため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）

Ｃ
Ｍ
Ｎ
Ｋ

⑧水防資機材の整備

⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧ ⑧

河川防災ステーション倉庫、市役所
前倉庫及び水防倉庫に水防資機
材を備蓄
また各公民館に土のう袋、すな及び
スコップを配置

消防署、水防倉庫、消防分団倉庫
に水防資機材を整備
土のう、砂をストック

水防倉庫、地区水防倉庫、水防資
機材を整備
本庁に土のう,土のう袋、各水防倉
庫に土のう袋配備

水防倉庫等に水防資機材を備蓄
河川防災ステーション、水防倉庫等
に水防資機材を備蓄

●河川管理者は、洪水時にリスクが高い箇所として重要水防箇所を設定後、水防団等と共有し、出水期前の
巡視・点検などを実施しているが、より的確に水防活動が行われるよう、水防活動に必要な資機材に係る情報
の共有及び資機材の量等について検討が必要である（J）

Ｏ

Ｖ
Ｗ
Ｘ

Ｃ
Ｍ
Ｎ
Ｋ

●無堤地区の存在、有堤区間においても洪水時に漏水が発生する箇所の存在、洪水により堤防を越水する可
能性がある箇所の存在を考慮すると洪水による氾濫のおそれがあり、円滑且つ迅速な避難に資する施設整備
が必要である（V）
●長安口ダムの洪水調節機能向上を図る必要がある（W）
●長安口ダムの機能を維持するため堆砂除去を継続的に実施する必要がある（X）

⑥住民の避難行動を促し、迅速な
水防活動を支援するため、スマー
トフォン等を活用したリアルタイムの
情報提供やプッシュ型情報の発信

●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）
●那賀川河川事務所所管の那賀川・桑野川河川管理用CCTV画像をwebで提供しているが、住民の避難行
動の判断に必要な箇所の提供画像を順次拡大する必要がある（M）
●大雨・暴風により防災行政無線が聞き取りにくい状況にある（N）
●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）



資料－２
現状の水害リスク情報や取組状況の共有について

具体的取組 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容 実施内容

アルファ
ベット

具体的な取組の柱

課題

四国地整徳島地方気象台徳島県阿南市 小松島市 那賀町
事　　項

（２） （２） （２） （２） （２） （２）

① ① ① ① ① ①

那賀町木頭出原にライブカメラ設置
し、洪水時、ケーブルテレビで配信
プッシュ型情報配信を実施

河川水位の情報を徳島県県土防
災情報管理システムや報道機関を
通じて発信

気象情報・警報・注意報、洪水予報
等の情報をweb・報道機関を通じて
住民へ情報提供
自治体や関係行政機関への情報
提供
気象庁webによる防災情報

那賀川河川事務所所管の那賀川・
桑野川河川管理用CCTV画像の常
時配信、防災情報メール配信サー
ビス、川の防災情報による情報提供

情報をwebや報道機関を通じて発
信

防災無線、登録制メール、web、災
害時情報共有システム等の活用

適時の避難勧告等の発令には川の
防災情報での河川水位の把握、洪
水時は主に徳島県県土防災情報
管理システムをモニターし、各河川
の水位現況及び水位上昇速度を確
認

緊急速報メール･防災行政無線の
利活用

河川水位の把握のため、洪水時は
徳島県県土防災情報管理システ
ム、川の防災情報をモニターし、各
河川の水位現況及び水位上昇速
度を確認

ケーブルテレビや防災行政無線による告
知端末や屋外放送設備で避難勧告等の
放送、那賀町災害情報メール配信（職
員，消防団）、緊急速報メール、広報車に
よる周知、災害時情報共有システムへの
情報提供、ケーブルテレビ文字情報配
信、那賀川河川事務所長から那賀町長
へのホットライン、リエゾンやダム管理者等
からの情報を、ケーブルテレビのチャンネ
ルで河川監視カメラの映像に載せて放映
し、住民に情報提供、川の防災情報や徳
島県県土防災情報管理システムにより、
長安口ダムの流入・放流量や浸水地域の
水位データを確認

②大規模工場等への浸水リスクの
説明と水害対策等の啓発活動及
び支援

② ② ② ② ② ②

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした浸水想定区域をH28.5告
示,事務所webにて公表

想定最大規模降雨による洪水を対
象とした浸水ナビをH28.5本省web
にて公表

出前講座を実施 出前講座を実施

３． ３． ３． ３． ３． ３．

①排水施設、排水資機材の操作・
運用等 ① ① ① ① ① ①

排水ポンプ車や排水資機材は平常
時から定期的な保守点検を実施
し、災害発生時の出動体制を確保
関係機関と連携し毎年度排水ポン
プ車による訓練を実施
排水施設については、定期的な保
守点検、操作方法等の確認を行
い、災害発生時の稼働体制を確保

排水ポンプ車や照明車等の災害対
策車両・機器は平常時から定期的
な保守点検を行うとともに、機械を
扱う職員等への訓練・教育も実施
し、災害発生時の出動体制を確保
排水施設についても、定期的な保
守点検、操作訓練等を実施し、災
害発生時の稼働体制を確保

排水施設については国、県からの指
導を得ながら運用
排水ポンプについては内水発生地
区において災害時、国又は県に出
動を要請

市内に排水機場、雨水ポンプ場等
（県・市他管理）を設置しており、内
水の上昇により排水を実施

現在のところ、浸水被害が起きて
も、本川の流量が減ればたちまち水
は引くため、排水施設の設置はない

災害発生時においては排水機場及
び排水ポンプ車等の排水施設等を
迅速に稼働する体制を確保

災害発生時においては排水機場及
び排水ポンプ車等の排水施設等を
迅速に稼働する体制を確保

●避難場所・避難経路等の設定について支援の必要がある（A）
●自治体が作成する洪水ハザードマップの作成支援を実施する必要がある（B）
●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）
●大規模工場等の自衛水防に係る取組が十分でない（ＡＤ）
●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）
●要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防に対する意識が万全とは言えない（L）
●想定最大規模降雨等により発生する洪水による氾濫に対する避難確保計画、避難支援計画が作成されて
いない （Ｇ）

Ａ
Ｂ
Ｃ
ＡＤ
Ｋ
Ｌ
Ｇ

ＡＢ
ＡＣ

Ｃ
Ｍ
Ｎ
Ｋ

●住民等が避難行動を決断するために必要な浸水シミュレーション等の情報が十分に発信されていない（C）
●那賀川河川事務所所管の那賀川・桑野川河川管理用CCTV画像をwebで提供しているが、住民の避難行
動の判断に必要な箇所の提供画像を順次拡大する必要がある（M）
●大雨・暴風により防災行政無線が聞き取りにくい状況にある（N）
●災害時に国・県・市・町においてwebやメール配信による情報発信を行っているが、一部の利用にとどまって
いるため、広く周知・啓発を行い、利用者の拡大が必要である（K）

●排水施設、排水ポンプ車の点検、訓練を実施しているが、大規模氾濫後の排水計画が未作成であるととも
に、他地整等から支援されるポンプ車等資機材の受援計画が未作成である（AB）
●堤防整備に伴い、内水被害の発生が懸念される（AC）

（２）要配慮者利用施設や大規模工場
等の自衛水防の推進に関する事項

３．社会経済活動を取り戻すための排水
活動及び施設運用等の強化の取組

①住民の避難行動を促し、迅速な
水防活動を支援するため、スマー
トフォン等を活用したリアルタイムの
情報提供やプッシュ型情報の発信


